
入 札 説 明 書 

 

 

 入札については、入札公告によるほか、この入札説明書により取り扱うものとする。 

 

１ 競争入札に付する事項 

別添入札公告の入札後審査型一般競争入札公告個別事項（以下「個別事項」という。）の

表中「入札に付する事項」に掲げるとおり 

２ 入札保証金に関する事項 

別添入札公告の入札後審査型一般競争入札公告共通事項（以下「共通事項」という。）の

10(1)アに掲げるとおり、共通事項の３に掲げる事前確認を行い、入札参加資格があると認

められた者については入札保証金の納付を免除する。なお、入札参加資格がないと認められ

た者については、８(13)イに掲げるとおり入札書を無効とし、開札しないこととする。 

３ 落札者の決定の方法 

共通事項の７に掲げるとおり（くじの詳細については別紙９を参照すること。） 

なお、落札者が決定した場合は、原則として全ての入札参加者に対して落札者決定の通知

を行うものとし、契約締結後、共通事項５(2)において入札結果を公表する。 

４ 調達をする建設工事の仕様その他の明細 

別途貸与又は閲覧に供する設計書、図面及び仕様書（以下「設計書等」という。）のとお

り 

５ 開札に立ち会う者に関する事項 

入札参加者は、開札に立ち会うことができる。なお、参加者が開札に立ち会わない場合に

おいても開札するものとする。 

６ 入札等に関する事項 

８(1)及び８(7)イに掲げる書類（以下「添付書類」という。）は、個別事項の表中「入札

期間」に掲げる期間内に、持参又は郵送等により個別事項の表中「契約条項を示す場所及び

問い合わせ先」に掲げる場所へ提出すること。この場合、入札書及び工事費内訳書は、二重

封筒とし、表封筒に入札書及び工事費内訳書在中の旨を朱書し、それぞれ別の中封筒に入れ、

それぞれの表に入札件名及び「入札書」又は「工事費内訳書」を表示し、密封したものを提

出すること。 

なお、持参により提出する場合に限り、工事並びに工事に関する調査、測量及び設計の業

務に係る請求書等への押印省略に伴う代替手段の取扱い（令和３年４月１日制定）に定める

代替手段を講じるときは、入札書への押印を省略することができる。 

７ 簡易型総合評価落札方式（簡易実績型（施工体制確認方式））に関する事項 

  (1) 入札の評価に関する基準 

この公告の工事の簡易型総合評価落札方式における評価項目、評価内容、評価基準及び

配点は、愛媛県建設工事簡易型総合評価落札方式実施要領（平成18年９月20日制定。以下

「総合評価実施要領」という。）第５条、第６条及び評価項目等（別表）のとおりとする。 

(2) 簡易型総合評価の方法 

  ア 次の算式により導き出された評価値をもって簡易型総合評価を行う。なお、評価値の

計算において入札価格の単位は億円とし、求められる評価値は小数第５位以下を切り捨

て小数第４位止めとする。 



   評価値＝｛基礎点（80点）＋施工体制確認点＋加算点｝／入札価格（単位：億円） 

イ アの基礎点については、入札参加資格を満たす場合に80点を与える。 

ウ アの施工体制確認点については、総合評価実施要領第６条第３項の定めにより導き出

された、各施工体制確認項目の得点の合計とする。 

エ アで規定する各入札参加者の加算点については、入札参加者自らが評価した得点を基

に、次の算式により導き出された数値とする。なお、求められる加算点は小数第５位以

下を切り捨て小数第４位止めとする。 

    加算点＝（入札参加者の各評価項目の得点合計／各評価項目の配点合計）×10点 

８ その他必要な事項 

 (1) 事前確認資料の提出 

事前確認には以下の書類を提出すること。 

ア 入札参加資格確認申請書（別紙１） 

イ 入札参加資格確認資料（簡易型総合評価に係る資料を含む。）（別紙２） 

 (2) 設計業務等の受託者等の入札参加制限 

   共通事項の２(4)に掲げる入札参加資格により、次のア又はイに該当する者が行った

入札は無効とする。 

  ア 個別事項の表中「設計業務等の受託者」に掲げる者 

  イ 次の①又は②に該当する者（共通事項の２(4)における「当該受託者と資本若しくは

人事面において関連がある者」） 

   ① 当該受託者の発行済株式総数の100分の50を超える株式を有し、又はその出資の総

額の100分の50を超える出資をしている建設業者 

   ② 建設業者の代表権を有する役員が、当該受託者の代表権を有する役員を兼ねてい

る場合における当該建設業者 

(3) 入札に参加しようとする者の間の資本関係又は人的関係に係る入札参加制限 

共通事項の２(5)に掲げる入札参加資格により、入札に参加しようとする者の間に、以

下の基準のいずれかに該当する関係がある場合（共同企業体の場合は、入札に参加しよ

うとする他の共同企業体の構成員との間に、以下の基準のいずれかに該当する関係があ

る場合）、当該関係がある者が行った入札は無効とする。 

ア 資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社（会社法（平成17年法律第

86号）第２条第３号に規定する子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が民事

再生法（平成11年法律第225号）第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社（以

下「再生手続が存続中の会社」という。）又は会社更生法（平成14年法律第154号）第

２条第７項に規定する更生会社（以下「更生会社」という。）である場合は除く。 

① 親会社（会社法第２条第４号に規定する親会社をいう。以下同じ。）と子会社の

関係にある場合 

   ② 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、①については、会社の一方が再生

手続が存続中の会社又は更生会社である場合は除く。 

   ① 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

   ② 一方の会社の役員が、他方の会社の民事再生法第64条第２項又は会社更生法第67



条第１項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 

ウ その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

その他上記ア又はイと同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合。 

 (4) 配置予定監理技術者（主任技術者） 

   配置予定監理技術者（主任技術者）は、役職（監理技術者、主任技術者、担当技術者（県

発注工事の経験に限る。）又は現場代理人（副現場代理人を除く。）として従事していた

ものに限る。）や従事期間（工期の２分の１以上であり、個別事項の表中「工事の種類等」

に掲げる施工内容が行われている期間従事していること。）の基準を満たす従事経験を有

するとともに、建設業法（昭和24年法律第100号）第26条第３項の規定により技術者の専

任が義務づけられている場合にあっては、この工事に専任が可能な技術者であり（建設業

法第26条第３項第２号に規定する監理技術者である場合は、専任の監理技術者補佐（同号

に規定する監理技術者が行うべき職務を補佐する者をいう。以下同じ。）を配置すること。

一方、請負予定金額が 4,500万円未満（建築一式工事にあっては 9,000万円未満）の場合

は、専任を要しない。）、かつ、開札日以前に申請者と３ヶ月以上の恒常的な雇用関係に

ある者とすること。なお、企業集団内の出向社員については、令和６年３月26日付け国不

建技第291号国土交通省不動産・建設経済局建設業課長通知の取扱いに基づき、雇用関係

を認めるものとする。 

   また、建設業法第26条第３項第２号に規定する監理技術者を配置する場合に置く監理技

術者補佐についても、開札日以前に申請者と３ヶ月以上の恒常的な雇用関係にある者とす

ること。 

 (5) 設計書等の貸与及び閲覧 

  ア 設計書等は、個別事項の表中「設計書等の貸与期間」に掲げる期間に、様式１「設計

書等貸与申請書」を個別事項の表中「設計書等の貸与、閲覧に供する場所」に掲げる場

所に提出した者に対して、上記の期間内において、原則として、３日間に限り貸与する。

なお、閲覧についても上記の場所で実施する。 

  イ 上記アの３日間は、貸与した日を初日として計算し、休日を含まない。 

  ウ 入札情報公開システムにより閲覧に供する設計書等を閲覧する場合においては、様

式１「設計書等貸与申請書」の提出は不要である。 

(6) 入札説明書についての質問 

  ア 入札説明書についての質問は、質問事項を記載した書面を持参又は郵送等により提出

することができる。なお、質問事項には入札参加者名が特定できる内容を記載しないこ

と。 

  イ 入札説明書についての質問を持参又は郵送等により提出する場合は、個別事項の表中

「入札説明書についての質問提出期間」に掲げる期間内の受付時間中に、個別事項の表

中「契約条項を示す場所及び問い合わせ先」に掲げる場所へ提出すること。 

  ウ 入札説明書についての質問に対する回答は、共通事項５(2)に掲載することにより行

う。 

 (7) 入札方法 

ア 入札書の様式は様式２のとおりとする。 

  イ 入札書の提出に際し、工事費内訳書の取扱いについて（別紙３）をよく読むとともに、

入札書に記載される金額に対応し、入札時点において想定している工事区分及び工種

（建築一式工事の場合は種目及び科目）ごとに金額を記載した工事費内訳書を添付する



こと。工事費内訳書の様式は、様式３のとおりとする。 

  ウ 委任状については、代表者からの委任とし、入札書と併せて提出すること。委任状の

様式は、様式４の内容を具備した自社様式でも可とする。 

  エ この工事は、愛媛県会計規則（昭和45年愛媛県規則第18号。以下「規則」という。）

第133条の２第１項の規定に基づき、調査基準価格を設定しており、この価格を下回る

価格で入札を行った者に対して、規則第133条の２第２項の規定に基づき、低入札価格

調査を行うこととしている。したがって、調査基準価格を下回る価格で入札を行った者

（以下「低価格入札者」という。）は、低入札価格調査方法について（工事）（別紙４）

をよく読むとともに、個別事項の表中「低入札価格調査資料の提出期限」に掲げる期限

までに、指定された資料の持参による提出を求めるので、開札後直ちに準備すること。

期限までに資料が提出できない場合、当該入札は失格とするので留意すること。また、

調査に対応できない旨の申し出があった場合も当該入札を失格とする。 

  オ この工事が、低入札価格調査制度における失格判断基準（別紙４参照）の適用対象工

事であるものにあっては、上記エにかかわらず、設計金額に対し、入札価格の費目別内

訳のいずれかが、当該失格判断基準に該当する場合には、当該入札価格によっては契約

の内容に適合した履行がされないおそれがあるものとして、失格とする。 

    一方、失格判断基準の適用除外可能性工事に該当するものにあっては、当該失格判断

基準に該当する場合であっても、当該価格となった合理的な理由があると認められると

きは、失格としないことがある。 

  カ 愛媛県建設工事簡易型総合評価落札方式における施工体制確認方式手続要領（平成2

2年４月１日制定）第３条（施工体制確認に係る調査資料の提出）に基づき、低価格入札

者については調査資料を持参により、個別事項の表中「施工体制確認に係る調査資料の

提出期限」に掲げる期限までに速やかに提出すること。 

    なお、提出がなかった場合は、当該入札を無効とするので留意すること。また、調査

に対応できない旨の申し出があった場合も当該入札を無効とする。 

  キ 愛媛県建設工事入札者心得（別紙５）及び運用基準を遵守すること。 

(8) 開札後の追加資料の提出 

ア 規則第133条の規定に基づいて作成された予定価格内の範囲内で入札を行った者のう

ち、最高の評価値をもって入札を行った者（以下「最高評価値入札者」という。）は、

以下の追加資料をＦＡＸ又は持参により、別途指定する日時までに速やかに提出するこ

と。 

なお、追加資料の提出がなかった場合は、規則第139条に基づき当該入札を無効とす

るので、当該追加資料について準備を行った上で入札に参加すること。 

また、直近の経営事項審査の結果通知書の写し及び格付け結果通知の写しについて提

出を求められた場合は、同様に速やかに提出すること。 

   ① 施工実績及び監理技術者（主任技術者）の従事経験（いずれも、共同企業体受注の

場合は出資比率が20％以上のものに限る。ただし、分担施工である乙型共同企業体と

して受注した場合は、出資比率に関わらず、構成員として施工を行った分担工事に係

る施工実績及び従事経験に限る。また、監理技術者（主任技術者）の従事経験につい

ては、監理技術者又は主任技術者としての従事経験のほか、担当技術者（県発注工事

の経験に限る。）又は現場代理人（副現場代理人を除く。）としての従事経験を含む。

以下同じ。）を証する書類については、次に掲げるものであって、イ及びウの内容を



確認できるものとする。 

・ （一財）日本建設情報総合センターの工事実績情報システム（コリンズ）の登

録内容確認書（竣工登録されたものに限る。）又は竣工時工事カルテの写し（工

事の一部が完成して引渡しが完了している場合は、当該工事の発注者が発行する

証明書によることができる。） 

   ② 監理技術者（主任技術者）の資格等を証する書類 

   ③ 簡易型総合評価に係る資料の記載事項（評価項目等（別表）に記載のあるものに限

る。）を証する書類 

   ④ 民事再生法の規定による再生手続開始の申立て又は会社更生法の規定による更生

手続開始の申立てがなされている者は、民事再生法の規定による再生計画認可又は会

社更生法の規定による更生計画認可の決定の写し 

   ⑤ 社会保険等の届出の義務に関する書類については、直近の総合評定値通知書の写し。

ただし、総合評定値通知書において、健康保険、厚生年金保険又は雇用保険の加入状

況が「無」となっているが、その後、当該社会保険等に加入又は適用除外となった場

合は、当該事実を証する次のいずれかの書類の写し等。 

（健康保険及び厚生年金保険） 

・社会保険料納入証明書 

・保険料納付領収証書 

（雇用保険） 

・雇用保険料納入証明書 

・労働保険概算・確定保険料申告書の控え及び保険料領収済通知書 

     また、届出の義務を有しない者であって、上記書類を提出することができない場合

は、誓約書（入札参加資格確認資料（別紙２）その１－２） 

   ⑥ 地盤改良工事（海上施工によるもの）においては、愛媛県外に本店を有する者に限

り、愛媛県内の従業者数を証する書類として、法人の道府県民税の直近の確定申告に

おいて、愛媛県に提出した地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号）第３条で定

める課税標準の分割に関する明細書（第10号様式）（以下「課税標準の分割に関する

明細書」という。）の写し 

  イ ア①の施工実績及び監理技術者（主任技術者）の従事経験を証する書類は、工事名、

発注者名、工事場所、契約金額、工期、受注形態（共同企業体受注の場合は出資比率を

含む。）、工事概要等を証明できるものであること。なお、当該公告において求める施

工実績及び監理技術者（主任技術者）の従事経験を上記の登録内容確認書又は工事カル

テにより充分に確認できない場合は、設計書、図面等の工事内容を確認できる資料を併

せて提出すること。 

  ウ ア①の監理技術者（主任技術者）の従事経験を証する書類は、従事役職、従事期間を

確認できるものであること。なお、従事経験とする工事の工期全体を通して配置されて

いない者を監理技術者（主任技術者）とする場合は、個別事項の表中「工事の種類等」

に掲げる施工内容が行われている期間従事していることを証する書類を提出すること。 

  エ ア②の監理技術者（主任技術者）の資格等を証する書類は、個別事項の表中「法令に

よる資格・免許等」に掲げる免許等（建設業法第27条に基づき国土交通大臣が行う技術

検定の合格証明書については、国土交通大臣が交付する合格証明書の受領までの期間は

指定試験機関が通知する合格通知書で代えることができる。）の写し（請負予定金額4,



500万円以上（建築一式工事にあっては9,000万円以上）の場合は、監理技術者資格者証

等の３ヶ月以上の恒常的な雇用関係を証する書類を含む。）を提出すること。 

  オ 建設業法第26条第３項第２号に規定する監理技術者を配置する場合は、監理技術者補

佐についても、その資格等を証する書類として、次の書類を提出すること。 

   ① 個別事項の表中「許可業種」に関して、建設業法第7条第２号イ、ロ若しくはハ、又

は同法第15条第２号イ、ロ若しくはハに該当する者であることを証する免許等の写し 

   ② 建設業法第27条第１項の規定に基づく１級の技術検定のうち、個別事項の表中「許

可業種」に対応する検定種目の第１次検定に係る合格証明書等の写し（同法第15条

第２号イ、ロ又はハに該当する者にあっては、不要） 

   ③ 監理技術者資格者証の写し等の３ヶ月以上の恒常的な雇用関係を証する書類 

  カ ア③の簡易型総合評価に係る資料の記載事項を証する書類は、次に掲げるとおりであ

る。ただし、⑪及び⑬については、愛媛県建設工事入札後審査型一般競争入札審査項目

等証明手続要領（平成28年４月１日制定）に定める審査項目等証明申請書をもって代え

ることができる。 

   ① 施工実績及び監理技術者（主任技術者）の従事経験を証する書類は、ア①に掲げる

書類（ただし、「出資比率が20％以上のもの」とあるのは「共同企業体の代表者とし

てのもの」と読み替える。）による。 

   ② 監理技術者（主任技術者）の資格等を証する書類は、エに掲げる書類による。 

   ③ 継続学習（ＣＰＤ）の取得単位数を証する書類は、（一社）全国土木施工管理技士

会連合会、（公社）日本技術士会、（公社）日本建築士会連合会又は建築設備士関係

団体ＣＰＤ協議会のいずれかが発行するＣＰＤに係る証明書とする。 

   ④ 記載した製作工場について、自らが所有する工場であることを証する書類 

   ⑤ 記載した船舶について、自らが所有するものであり、かつ、求める能力を満たすも

のであることを証する書類。なお、求める能力を満たさない場合は、当該船舶で施工

が可能であることがわかる資料を作成して添付すること。 

   ⑥ 記載した法面工事主要機械について、自らが所有するものであることを証する書類。 

   ⑦ 記載したアスファルトプラントについて、自らが所有するプラント（共同所有の場

合は、出資比率が３分の１を超えるもの）であることを証する書類 

   ⑧ 記載したアスファルトフィニッシャについて、自らが所有するものであることを証

する書類 

   ⑨ 記載した掘削系建設機械（ショベル系掘削機、ブルドーザー又はトラクターショベ

ル）及びダンプトラック（最大積載量２ｔ以上）について、自らが所有又は長期リー

ス契約（１年以上）していることを証する書類 

   ⑩ 記載した解体用重機について、自らが所有又は長期リース契約（１年以上）してい

ることを証する書類 

   ⑪ 災害時の事業継続計画（ＢＣＰ）の認定を証する書類は、四国建設業ＢＣＰ等審査

会又はえひめ建設業ＢＣＰ等審査会が発行する認定証の写しとする。 

   ⑫ 本・支店、営業所の有無を証する書類は、住宅地図等を利用し、記載した所在地の

位置図を作成して提出するものとする。 

   ⑬ PC橋上部工事においては、愛媛県外に本店を有する者に限り、愛媛県内の従業者数

を証する書類として、法人の道府県民税の直近の確定申告において、愛媛県に提出し

た課税標準の分割に関する明細書の写し。 



   ⑭ 災害ボランティア活動実績を証する書類は、災害時における地域貢献活動の実績調

書とする。 

  キ 最高評価値入札者が行った入札が、低入札価格調査の対象である場合は、最高評価値

入札者以外の入札参加者に対しても追加資料の提出を求めることがある。 

(9) 契約保証金 

   共通事項の10(1)イに掲げるとおり。具体的な取扱いについては、「契約の保証につい

て」（別紙６）を参照のこと。 

 (10)契約書 

   この工事の請負契約に使用する工事請負契約書は、別に定めるとおりとする。 

 (11)支払条件 

   個別事項の表中「支払条件」に掲げるとおり 

 (12)別に配置を求める技術者 

   建設業法第26条第１項又は第２項の規定により監理技術者又は主任技術者の配置が義

務づけられている工事において、低入札価格調査を経て締結した契約にあっては、次のと

おり技術者の配置を求めるものとし、必要な技術者を専任で配置できないときは、当該入

札は失格とする。 

ア 同法同条第３項の規定により技術者の専任が義務づけられている請負予定金額4,500

万円以上（建築一式工事にあっては9,000万円以上）の工事にあっては、専任で配置し

なければならない監理技術者又は主任技術者とは別に、同等の要件（技術者の従事経験

に係る要件を除く。）を満たす技術者を、専任で１名現場に配置を求めるものとする。 

イ 請負予定金額4,500万円未満（建築一式工事にあっては9,000万円未満）の工事にあっ

ては、配置する監理技術者又は主任技術者について、専任で現場に配置を求めるものと

する。 

 (13)その他 

  ア 落札決定後、請負契約の締結までの間に、当該業者が共通事項の２に掲げる要件のい

ずれかを満たさなくなった場合又は談合等不正行為の事実が発覚した場合若しくは請

負業者の役員等が贈賄等で逮捕され、社会的影響が大きいと判断される場合には、契約

を締結しないことがある。 

  イ 本入札は別添入札公告に掲げるとおり入札後審査型一般競争入札方式により実施す

るので、共通事項の３に掲げる事前確認の結果、入札参加資格がないと認められた者に

ついては、当該業者が提出した入札書は無効とし、開札しない。 

ウ 落札決定時において、契約日までの間、引き続き有効な経営事項審査がない落札候補

者については、当該落札候補者が提出した入札書を無効とする。 

エ 本説明書の別紙及び様式（入札参加資格確認申請書（別紙１）、入札参加資格確認

資料（別紙２）及び工事費内訳書（様式３）を除く。）については、愛媛県のホーム

ページ「建設工事の入札・契約に関する規程・お知らせ」に掲載する。 

《ホームページアドレス》https://www.pref.ehime.jp/site/nyusatsu/7450.html  

オ 本入札に係る工事の施工において設置する現場代理人及び副現場代理人については、

受注者との直接的な雇用関係を求める。具体的な取扱いについては、「現場代理人の

設置について」（別紙７）を参照のこと。 

カ この工事が工場製作を含む工事である場合における配置予定技術者に求める要件等

については、「工場製作を含む工事における配置技術者の取扱いについて」（別紙８）



を参照のこと。 

キ 落札者（随意契約の場合にあっては、契約の相手方）は、建設業法第20条の２第２

項の規定に基づき、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生するおそれがあ

ると認めるときは、落札決定（随意契約の場合にあっては、契約の相手方の決定）か

ら請負契約を締結するまでに、契約担当者に対して、その旨を当該事象の状況の把握

のため必要な情報と併せて「通知書」（様式５）により通知すること。 


